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第３章 アシスティブ・テクノロジー活用の学校事例 
－学校訪問調査から－ 

 
第２章では，学術論文（さらに詳しくは，第６章），学会発表，研究助成金を受けた研究を含

めた実践研究報告，学校・教育センター等の紀要について情報からアシスティブ・テクノロジー関連の取り

組みが，どの程度行われているのか，あるいは，行われていなかったのかを，国立特別教育総合研究所の特

別支援教育実践研究課題データベースを利用して明らかにした。これらから普遍的な実践研究の動向を明ら

かにするためには，さらに詳細に内容を確認する作業が必要であろうが，ここでは各学校で実際に行われて

いる具体的な実践の内容や，それを支える校内体制などを調べていくことにする。 

学校事例の対象とするのは教材・教具をはじめ支援機器等を積極的に授業に活用する先進的な学校である。

これらの学校について，学校見学と聞き取り調査を実施する。まず，先進的な学校を選定するために，本究

所が平成20年1月に実施した特別支援学校における支援機器等の保有状況・利用状況実態調査結果データを

改めて分析することにより，学校で支援機器を多数保有し，かつ日常的に使用している学校を抽出した。な

お，聞き取り内容は，アシスティブ・テクノロジーの活用を行うために必要となる校内体制，個別の指導計

画，校内研修，機器の整備状況などについてであり，これらの項目が，新たにアシスティブ・テクノロジー

を活用した実践を行おうとする学校にとって有効な知見となると思われたからである。
 

アシスティブ・テクノロジー，特別支援学校，支援機器，校内体制，個別の指導計画，校内研

修，機器の整備状況 
 
 

新学習指導要領による授業が行われる時期を捉

えて，その課題である障害の重度化と多様化に対応

するアシスティブ・テクノロジー（支援機器や教

材・教具とその利用技術までを含む。）について，

その選定手続きを含めた活用の方法を明らかにす

るために，教材・教具をはじめ支援機器等を積極的

に授業に活用する先進的な学校を対象として学校

見学と聞き取り調査を実施することにした。 
 

アシスティブ・テクノロジーに関する取り組みを

行っている特別支援学校を訪問し，各学校の担当者

に対し，アシスティブ・テクノロジーに関する取り

組みの状況について，学校見学と聞き取り調査を行

った。 

なお，対象の学校選定は，専門研究 A「障害の

ある子どものための情報関連支援機器等の活用を

推進するための映像マニュアル作成に関する研究

（研究代表者：中村 均）」において平成 20 年 1 月

に実施した特別支援学校における支援機器等の保

有状況・利用状況実態調査結果データ並びに，国立

特別支援教育総合研究所特別支援教育実践研究課

題データベース等より，多くの種類の支援機器を保

有し，かつ日常的に使用している機器の数と種類が
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多い学校を抽出し，さらに，その中から特色ある学

校を選定した。 

訪問調査における調査項目は，学校におけるアシ

スティブ・テクノロジーの活用の実際と個別の指導

計画等の内容に関することがらとした 

具体的な聞き取り項目は，以下のとおりであった。 

①アシスティブ・テクノロジーに関する取り組みの

概要 

②アシスティブ・テクノロジーに関する取り組みの

経緯 

③機器等の整備状況 

④アシスティブ・テクノロジーに関する予算 

⑤アシスティブ・テクノロジーに関する校内分掌 

⑥アシスティブ・テクノロジーに関する校内支援体

制 

⑦アシスティブ・テクノロジーに関する校内研修 

⑧アシスティブ・テクノロジーを利用した他校との

交流 

⑨センター的機能のおけるアシスティブ・テクノロ

ジー 

⑩個別の指導計画等とアシスティブ・テクノロジー 

⑪特別支援教育センター特別支援教育センター，ボ

ランティア，ＮＰＯ，大学，リハセンター等との

協力体制 

⑫都道府県や文部科学省の研究指定との関連 

⑬その他（本研究への示唆，意見） 
 

本研究所の平成20年 1月の実態調査を分析した

結果より，障害種別のバランスを考慮して選定され

たのは15校であった。この15校に対して，研究所

より依頼状を送付し，期間内に了解の得られた9校

を訪問した。 

また，上記の基準とは別に，特色のある実践を進

めていると考えられ，かつ訪問が可能であった別の

2 校，研究パートナー機関となった 3 校の合わせて

14校を訪問した。 

（了解の得られた9校） 

(1) 北海道立八雲養護学校（北海道二海郡八雲町宮

園町128番地） 

(2) 愛媛県立松山盲学校（愛媛県松山市久万ノ台

112） 

(3) 山口県立下関南総合支援学校（山口県下関市幡

生町１丁目1-22） 

(4) 鳥取県立鳥取盲学校（鳥取県鳥取市国府町宮下

1265番地） 

(5) 広島県立広島西特別支援学校（広島県大竹市玖

波4丁目6-10） 

(6) 群馬県立二葉養護学校（群馬県高崎市足門町

120） 

(7) 筑波大学附属桐が丘特別支援学校（東京都板橋

区小茂根2-1-12） 

(8) 三重県立特別支援学校北勢きらら学園（三重県

四日市市下海老町字高松161番地） 

(9) 熊本県立芦北養護学校（熊本県葦北郡芦北町芦

北2829-8） 

（上記の他で，特色のある実践を進めていると考

えられた学校2校） 

(1) 京都市立呉竹総合支援学校（京都府京都市伏見

区桃山福島太夫北町52） 

(2) 京都市立鳴滝総合支援学校（京都府京都市右京

区音戸山山ノ茶屋町9-2） 

訪問の後，上記の調査対象の学校の中から研究協

力機関の依頼を行っている。研究協力機関の一覧は，

巻末の研究体制を参考のこと。 

（研究パートナー機関） 

(1) 大阪府立茨木支援学校（大阪府茨木市西福井
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4-5-5） 

(2) 京都府立城陽養護学校（京都府城陽市中芦原

1-4） 

(3) 長野県立稲荷山養護学校（長野県千曲市野高場

1795） 

なお，本研究では，上記とは別に，いくつかの学

校を訪問することができた。しかしながら本質問紙

を持参した調査ではないために，関連する範囲で得

られた情報を，この章の最後に記述するにとどめる。 
 

訪問調査は，平成21年9月から平成21年11月

の期間に行われた。 

調査対象の学校を選定した際に，情報関連支援機

器等の保有状況を集計した結果を表にまとめた。 

全ての項目について，全対象の学校から回答が得

られていないために，訪問調査の結果の主な内容に

ついて，学校ごとに個票としてまとめて掲載し，合

わせて，相互の比較ができるように一覧表にまとめ

た。 

それぞれの実地調査を終えてみると，各障害種別

で，アシスティブ・テクノロジーの活用の手段や活

用分野，担当する校務分掌などが異なっていたが，

それぞれの対象とする障害種別の特徴に応じた工

夫が行われている。 

例えば，アシスティブ・テクノロジーの校内分掌

にしても，担当部が「情報教育部」であったり，「自

立活動部」であったり「研究部」であったりしてい

る。具体的は，情報関連支援機器が多くを占める視

覚障害教育の学校や，筋ジストロフィーを対象とす

る学校では「情報部」や「情報教育部」が，重度重

複障害のある子どもを対象とする学校では「自立活

動部」や「研究部」が担うなどであった。 

具体的な例をいくつかあげるとすれば以下のよ

うである。 

(1) 「情報部」が主に所掌し，コンピュータや入力

装置を含む周辺機器については，隣接する病院

の作業療法士の協力を受けて，情報部が入手す

るなどして支援を実施。（北海道八雲養護学校） 

(2) 「特別支援教育部」の内部支援の分掌と図書情

報化，情報教育委員会がある。視覚障害教育の

支援機器には情報機器の活用が多いために「情

報」の時間に支援の方策やフィッティングが行

われる傾向がある。（愛媛県立松山盲学校） 

(3) 「自立活動部」（備品消耗品管理），「情報部」（パ

ソコン関連），「教材教具部」（スイッチ製作支

援，教材室管理，備品管理）が共同で管理。校

内への支援は，校務分掌で行うが，隣接の整枝

療護園によって姿勢や車椅子のフィッティン

グなどが行われる。（群馬県立二葉養護学校） 

(4) 「情報部」が担当する。教材の共有，データベ

ース，研修会の実施。筑波大学附属桐が丘特別

支援学校） 

(5) 「情報教育部」が校内のアシスティブ・テクノ

ロジーに関する分掌業務を一元管理している。

（大阪府立茨木支援学校） 

(6) 「自立活動部」があるが，アシスティブ・テク

ノロジーとICT等の活用は「情報教育部」で一

括して管理されている。（京都府立城陽養護学

校） 

(7) 研究・研修企画支援部において，自作教材作製，

自作教材教具集のとりまとめ。教務・社会参加

支援部において，教材教具，備品購入計画・管

理。地域支援部において，地域支援のための教

材等の貸出・整理（熊本県立芦北養護学校）。 

(8) 自立活動専任教員1名のみであり，分掌の体制

にはない（長野県稲荷山養護学校） 
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(8)は知肢併置校であり，アシスティブ・テクノロ

ジーの活用を進める研修会などを地域で開催する

先進校である。 

これらの事例をみると，全障害種別において，例

えば「情報教育部」が担えば良い，あるいは，「自

立活動部」が担えば良い，さらに，「○○部」を設

けなければいけないということではなさそうであ

る。 

数年おきに支援機器や設備などの予算が特別に

配分される学校は少数であり，全体の予算から工夫

して利用する学校が大半であったが，上月情報教育

財団やパナソニック財団の研究助成金，文部科学省

の科学研究費補助金（奨励研究）などの実践研究に

充てられる外部資金を獲得する学校もあった。 

具体的な内容は，以下のようであった。 

(1) 県の予算として，障害に応じた情報機器の整備

及び活用事業などを活用するなど，県内唯一の

病弱特別支援学校であり，通常予算とは別に利

用してきている（広島県立広島西特別支援学

校） 

(2) 通常の予算の他，パナソニック教育財団の研究

助成を受けている（群馬県立二葉養護学校） 

(3) 特別な予算枠があるわけではない。大学等の研

究協力などによる機器の利用も可能（筑波大学

附属桐が丘特別支援学校） 

(4) 備品として200万円，教材教具は試作，全ての

教員が作成しており，県の予算で 10 万円，そ

の他に肢体不自由児協会から5万円（熊本県立

芦北養護学校） 

(5) 予算は，各学部，分掌に配分されるため，それ

ぞれが必要と予算の範囲で支援機器などを購

入している（大阪府立茨木支援学校） 

(6) 学校予算や県のリース事業のほか，上月情報教

育財団助成，科学研究費補助金（奨励研究）を

申請（北勢きらら学園） 
 
支援機器の保管や管理，貸し出し簿などの工夫や，

校内研修や情報普及などの取り組みも積極的に行

われている。管理簿や貸し出し簿など，一長一短が

あるが，いくつかの参考となる事例があった。 

校内支援や支援機器の管理，専門家による支援，

研修などの具体的な内容は，以下のようであった。 

(1) 視覚障害教育センターの機能として『アイ・あ

い展示室』という視覚障害教育における支援機

器の展示，外部への貸し出しサービスを行って

いる。校内の情報教育研修（新しく学校に赴任

した教員が対象）では，通常のコンピュータの

操作に加えて，ショートカットキー，音声ソフ

トウェア，活字OCR，視覚障害と情報機器，点

字編集システム，点字印刷，点字プリンタ，点

字ワープロ，点訳ソフト，などの研修資料を用

いて研修を行っている（山口県立下関南総合支

援学校） 

(2) ST は抽出言語指導を行っており，指導の情報

交換やAAC機器など個々に合う機器の助言等

を行っている（北勢きらら学園） 

(3) 支援機器は，職員室奥の教材室に，１種類ごと

に箱に整理されている。それぞれの箱には，「品

名」「数量」「機器名称」「購入日付」「備品番号」

があり，機器の写真が掲載された整理表が添付

してあり，棚にある場合にも，内容が一目で分

かるようになって整理されている。また，各機

器のマニュアルなどがパウチ処理されて準備

されている（広島県立広島西特別支援学校）。 

(4) 校内研修等で作成した教材ソフトウェアなど

は学部で共有。児童生徒用情報活用機器一覧表

は，「視聴覚機器」「PP周辺機器」「音声再生機

器（VOCA）」「スイッチ各種」「その他（ラッ
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チ＆タイマー，パワーリンク，DVDソフト）」

という分類に整理されている。校内授業研究会

や公開研究会の実施（熊本県立芦北養護学校） 

(5) 情報教育部は，研修や，機器の管理，貸し出し

を実施。教員研修は，夏期休業，冬期休業に実

施。年間5回ほどで，スイッチ試作，パワーポ

イント，フラッシュ，エクセル，フォトショッ

プ，コンピュータのハードウェア，その他のア

プリケーションの使い方を実施している。ここ

で作成された教材は，共有フォルダで教材デー

タベースとしている（大阪府立茨木支援学校） 

(6) 自立活動専任教員からの支援と，G研（グルー

プ研究）係の教員による支援。夏期と冬期休業

中の研修会と，学期中の月に1回の研修会(年7

回)で知的部門は主に視覚支援のシンボル，肢体

部門は主にスイッチ製作やコミュニケーショ

ン機器の研修を行っている（長野県稲荷山養護

学校） 

さらに，アシスティブ・テクノロジーを活用した

取り組みについては「教育目標を達成するための活

用事例」と「障害に基づく困難を改善・克服するた

めの活用事例」があると思われ得るが，ここで紹介

する学校事例では，後者での利用が多かったように

思われた。 

ところで，本研究の問題意識の１つとして，個別

の指導計画，個別の教育支援計画におけるアシステ

ィブ・テクノロジーの記述の在り方を上げている。 

今回の調査対象の学校で，個別の指導計画や個別

の教育支援計画への記述については，「支援機器」

の項目を設けている学校はないが，手立てや，実態

把握のチェックリストなどに記入ができるように

工夫がされていた。 

学校訪問では，これらの是非についても，担当の

先生方と協議を行ってきた。その中では，支援機器

やアシスティブ・テクノロジーは，あくまで手段で

あって，特別に欄を作る必要がない，という意見も

ある一方で，情報化の時代や，児童生徒のニーズを

考えたときには，明示的に欄を設ける工夫を，積極

的に検討してみたいと回答した学校も多かった。 

今回の学校調査で得られた資料からアシスティ

ブ・テクノロジーの活用について正面から取り上げ

た個別の指導計画の１例あった。個別の指導計画の

様式の中に，アシスティブ・テクノロジーの項目が

あるわけではない。資料は，「個別の指導計画の評

価の在り方」, 熊本県立芦北養護学校, 平成 17・18

年度文部科学省特殊教育研究協力校研究成果報告

書であった。 

そこには，ICU（超重症児室）でさまざまな医療

的ケアを受けながら生活をおくるであろう児童へ

のスイッチなどを使ったアプローチに関する個別

の指導計画の例であった。「教材の変化を楽しみな

がら，スイッチが提示された体の部分（手や頬）を

工夫して動かし，スイッチを操作する。」という年

間目標が立てられており，その自立活動での学習内

容等が記述されたものであった。 

本研究では，別途にケースブックをまとめる予定

であるが，将来的には，さらに広く，その工夫の状

況を知るために全国調査を実施することや，海外の

実践や情報を精査することで，これらについての指

針を提供することができるかもしれない。 

なお，本章の実地調査結果については，第４章の

アシスティブ・テクノロジー活用事例のまとめと合

わせて，第５章において，アシスティブ・テクノロ

ジーの活用を進めるための個別の指導計画，導入の

手続き，評価などについてまとめていく。 

次ページ以降に，集計表ならびに，学校別の個別

の聞き取り結果を示す。 
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実地調査では，それぞれの学校において学校長先

生を始め，多くの先生方，児童生徒のみなさんのご

協力を頂いた。とりわけ下記の方々には，直接に貴

重な情報の提供を頂いた。甚大な謝意を表する次第

である。鈴木博校長，大井秀士准校長，槇場政晴指

導教諭，織田晃嘉教諭，梅田知恵教諭（以上，大阪

府立茨木支援学校），渡部浩三校長，高田幸二副校

長，山本大助教諭，佐藤敦教諭（以上，京都府立城

陽養護学校），高橋広行特別支援教育部長，今田三

保研究主事兼指導主事，大森直也研究主事兼指導主

事（以上，京都府総合教育センター）水内秀雄校長，

杉浦徹教諭，青木高光教諭（以上，長野県稲荷山養

護学校），水田弘見校長，二井谷徹教頭，中須賀裕

幸教諭（以上，広島県立広島西特別支援学校），柗本

幸夫校長，宮田寿光教頭，山中真樹教諭（以上，熊本

県立芦北養護学校），山中正巳教頭，河内智教諭，中

村由哉教諭，谷守人教諭，新谷敦子教諭，小澤史典教

諭，谷守人教諭（以上，山口県立下関南総合支援学校），

野坂尚史校長，山本眞澄教頭，竹中友張教諭，岡部

教諭（以上，鳥取県立鳥取盲学校），吉沢祥子副校

長，越田益人教諭，白石利夫教諭，大川原恒教諭，類

瀬健二教諭，山浦和久教諭，岡本義治教諭（以上，筑

波大学附属桐が丘特別支援学校），水落宣尋教頭，加藤

利彦教諭，野本英紀教諭（以上，群馬県立二葉養護学

校），内田純子校長，寺西恭子言語聴覚士，草道博総教

諭（以上，北勢きらら学園），安永隆幸校長，久野克己

教頭，水元栄三教諭，高橋信行教諭，和田浩一教諭（以

上，愛媛県立松山盲学校），北村裕二校長，佐藤浩一副

教頭，古屋和俊教諭（以上，京都市立鳴滝総合支援学

校），森 卓也校長，高安由子副教頭，浅野理々教諭，

林正俊教諭，稲生ゆみ子教諭（以上，京都市立呉竹総

合支援学校），西野晴彦校長，飯森宣博教頭，池田哲也

教諭，小森信幸教諭，愛澤文祥教諭（以上，北海道八

雲養護学校），信方統括校長，三崎吉剛副校長，小寺弘

一教諭（以上，東京都立立川ろう学校），佐藤明宏校長，

武田光弘副校長，大西祥弘教諭（以上，香川大学附属

特別支援学校）。 

上記の学校は，実態調査の結果を踏まえて訪問した

学校であり，それぞれの学校が研究協力と事例の提供

元として相応しい先進的な事例を行っていた。 

実際に研究協力校に依頼したのは，研究体制（巻末）

にある８校であった。 

まだまだ多くの方々のお名前を上げることができ

なかったが，章を終えるに当たり，同様に甚大な謝意

を表するものである。 

 

注）なお，本研究では，上記とは別に特色のある

実践を行っている学校を訪問している。質問紙を持

参した調査ではないために，関連する情報のみを章

の最後に記述する。 

香川県高松市栗林小学校，香川大学教育学部附属

特別支援学校，東京都立立川ろう学校である。 

香川県高松市栗林小学校では，発話の殆どみられ

ない児童に音声出力機能によるコミュニケーショ

ン支援を実施している。この特別支援学級において，

テキスト読み上げ機能のついた PC，アシストトー

クなどを用いることで発語のほとんど無い児童が

学校の行事や活動を実施している例のあった。同校

の特別支援学級の支援機器として，PC，アシストト

ーク（児童の個人の所有）の他，教室には「ビック

マック」「デジカメ」「フォトフレーム」「プロジェ

クター」「音声リーダーソフト」「ラッチアンドタイ

マー（これは私物とのこと）」が備えられていた。 

香川大学附属特別支援学校は，AACを中心とし

て教材を活用する優れた実践が行われてきたが，近

年は，”WANTSの実現を支援する取り組み”とし

て研究を進めていた。ここで扱う支援機器の活用も

多く行われているが，指導全体の計画に位置付いた
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実践が行われている。校務分掌は，「研究部」の文

章に中に，“研究図書・検査器具等”と並んで“メ

ディア教育・機器管理”の担当が置かれていた。「情

報教育部」などの独立した校務分掌を置くことのメ

リットは十分にあると思われるが，独立した分掌と

なっていない長所についても，検討する余地があろ

う。その際には，大学の附属学校であること，知的

障害の特別支援学校であることなどを勘案する必

要もある。 

東京都立立川ろう学校では，情報補償の手段とし

ての電子黒板やコンピュータ活用が行われており，

さらに専攻科を中心に，高度なアプリケーションソ

フトを利用した情報の授業が展開されていた。また，

書き言葉の読みや語彙に課題のある児童生徒が少

なくないために，それらを補うための学習ソフトウ

ェアの活用なども実施されていた。聴覚障害のアシ

スティブ・テクノロジーに関する実践は，その障害

特性から件数も多くないが，情報機器を自在に扱う

ことのできる部分も多いと思われる。これらの「利

点」を積極的に活用した実践は，今後もますます求

められると考えられる。 
 

   

１）国立特別支援教育総合研究所，平成19年度～20

年度専門研究Ａ成果報告書「障害のある子どもの

ための情報関連支援機器等の活用を促進するため

の教員用映像マニュアル作成に関する研究（研究

代表者 中村 均）」，独立行政法人国立特別支援

教育総合研究所，2009.
 




